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自動車産業構造の変換点点

「CASE」とは 細井

C

C: connected 

A: autonomous

S: shared/service

E: electric

つながる

自動化・自動運転

シェアリング/サービス

電動化



自動車産業構造の変換点点

「CASE」とは 細井

C
C: connected

インターネット回線で様々な産業がIoT化される

これまで起き
ていたこと

今起きていること
電動化・自動化

これから起き
ること

自動車がインターネットに繋がった時、自動車はIoTの ”oT” でしかなくなる



DXや自動運転を利活用した生活水準・品質の向上施策（及川）

【危惧】昭和の成功体験の呪縛から変革できない「日本」
WEBセミナー出席やシリコンバレーの桑島氏面談で痛感

年度後半は
防災・地方
創生・高齢
化社会・経
済復興・安
全保障など
全てに関係
するDX戦
略を有識者
の考えとと
もに纏める



自動運転と不動産業界(鹿島)

現状 自動運転導入

都心の地価上昇

高齢化で
住宅市場縮小

一等地の価値変化

新たなサービス

論文内容

今後の研究

不動産会社の
取り組み調査

フィールドワーク インタビュー

街づくり
スマートシティ構想

社会問題の解決法



自動運転とまちづくり~｢移動手段」以外の自動運転車両の可能性
~ 大
髙

Fujisawa SST 湘南ハコボくん 自動配送ロボット

薬・焼き立てパンを配送
簡単な声掛けができる
走行６キロほど

持続可能な街 ＞＞自動運転を活用した街

例）太陽光パネルでの発電、３日間のライフライン確保、
見守りカメラ、セキュリティーコンシェルジュ、etc

今後の応用
・広告
・売店
・回収業務（TSUTAYA等）



現在の見解

・エンターテイメント性の重視はまだまだ先の話のよう

・住民の要望や街の課題を解決する方を優先している

・公民連携に加え住民の連携も必要である

→半官半民の組織をつくって管理させるのはどうか

今後の研究

・自動運転の導入をスマートシティにどのように早めていけるか

→Fujisawa SST 、柏の葉にFW



スマートシティ（羽田イノベーション
シティシティでの活用事例）

・スマートモビリティ
自動運転バス グリーンスローモビリティ 自動運転車椅子

↓
交通

交通弱者の移動手段提供

・スマートロボティクス
自動清掃 自動配送 アバターロボット

↓
生産性向上

ロボティクス・AIの活用による業務の効率化

・スマートツーリズム
AI観光案内ロボット ARコンテンツ

↓
観光地域活性

来街者データ分析を活用した効果的な賑わい創出施策

・スマートヘルスケア
健康ポイントサービス 健康改善サービス

↓
健康

健康増進、未病対策の誘導による健康寿命の延伸

DX活用事例（スマートシティ、医療、介護）藤原

自動運転バス（羽田イノベーションシティシティにて撮影）



DX活用事例（スマートシティ、医療、介護）藤原

医療

・オンライン健康医療相談サービス「HELPO」を活用し

た大規模PCR検査

・ICU（集中治療室）の遠隔管理

・専用車両で遠隔診療を行う「モバイルクリニック」

実証事業

・データを活用したオンライン妊婦検診介護

介護においてDX推進のために活用しているサービスやツール（ト

ライトグループ：株式会社トライト、株式会社トライトキャリア、

株式会社トライトエンジニアリングのアンケート）

・介護記録ツール

・センサー

・介護ロボット

など

・生活援助の支援を行う介護ロボット 9.5%（168人中）

・身体介護の支援を行う介護ロボット 6.5%

・リハビリ支援ロボット 6.5%

出典：厚生労働省 未来投資会議構造改革徹底推進会合（健康・医療・介護）介
護分野のICT化、業務効率化の推進について



DXを活用したヘルスケア（寺垣）

ゲノム情報 科学的、医療的根拠に基づいて分析

体重、身長などのデータ

介護などの社会負担の軽減

人々の健康維持

個人情報の保護が課題

体質、生活習慣



自動運転を利用した医療、遠隔診療についての調査結果
(藤田)

・長野県伊那市や静岡県浜松市で、移
動診療車が実証実験される。
（医者の変わりに看護師が車に乗るこ
とで高齢者のオンライン診療可能化）

・オンラインでのサービスを行うこと
で、診療のアクセシビリティ向上にな
る。

・茨城県では「NPO遠隔医療推進ネ
ットワーク」が主体に遠隔診療へ積極
的に取り組んでいる。

・コロナの影響により、遠隔診療は
「オンライン診療」として身近なもの
となってきており、技術や制度も急速
な発展を遂げている。

自動運転による医療 遠隔診療

課題 課題

・処方箋の受け渡しの効率化
・オンライン診療に対する国の規定整備
・車の自動化

・誤診のリスク軽減
・遠隔診療による医者側の収入減少
・対面とオンラインでの診療の質格差



自動車保険のこれから（米澤）

●保険会社が注目する理由

自動車保険は全体の6割を占めている
→危機感

●課題

①事故の原因調査
②円滑な求償を行う体制
③２階建ての保険の仕組み

※羽田ICの自動運転バスは保険会
社からの特別なプランで特別な価
格でやっている



自動運転が抱える日本の倫理問題について

(辰木顕子)

調べたこと
・アジア人は相互依存型自己

・西洋人は相互独立型の文化観を持つ。

・アジア人は全体的に物事を考察し、以前の経験や信念をも

とに直観的な選択をする(包括的思考)

・西洋人は論理ルールをもとに選択をする(分析的思考）

・トロッコ問題に対する日本の倫理観は、どちらも助けない

こと。

現地調査の感想と今後の活動について

現状として自動運転の実用化が一般化していない今、事故に

対しての対処方法は考える段階にない様子。今後のインタビ

ューで引き続き調べていく。



世界初で、レベル４を導入出来ているドイツについて

鈴木凱

もし自動運転で、事故が起きてしまった場合（ドイツ）

１：事故が起きても刑事事件になる事はありません

２：民事責任は問われる

３：生死に関しては、最終的な判断を下すのは、プログラム

ミングである。



法律について

大澤仁

刑法 ＝ 事故の9割が人為ミス

メーカーが責任を負う？

メーカに対する萎縮効果となり、実用化が遅れる

本末転倒では？

自動車メーカーが責任を負うことは原則としてない

・責任問題（責任はだれが負うのか）
・過失割合の折り合いをつける基準が必要

課題
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